
事 業 名 称 空き家等の福祉転用による地域包括ケアのしくみづくり事業 

事業主体名 一般社団法人かながわ福祉居住推進機構 

連 携 先 神奈川県、横浜市、横浜国立大学、かながわ福祉サービス振興会、 

対 象 地 域 神奈川県横浜市 

事業の特徴 

・空き家等を福祉的に活用することについて、全国の政令市等の状況を調査 

・福祉的活用が成功している事例の特徴を分析・整理 

・横浜市内でセミナーを開催して空き家の福祉的活用の意義を紹介するとと

もに、取り組みのポイント等の手引を作成して周知する。 

成 果 

・自治体の担当課における空き家の福祉的活用に関する意識状況の把握。 

・空き家問題を福祉的活用により解決できる事例の把握と特徴等を紹介 

・地域包括ケアの拠点として空き家が使える事例の把握と特徴等を紹介 

・空き家の福祉的活用の意義を関係者に広めた 

成果の公表先 
（一社）かながわ福祉居住推進機構のサイトに掲載 

ＵＲＬ https://kanaju.org 

 

１．事業の背景と目的 

  空き家の増加が全国的な問題となっている中、「空家等対策特別措置法」の制定を始め、空き家

対策が強化され、空き家等の実態調査や増加抑制が進められている。一方、自治体の住宅政策に

おいて、住宅を周辺地域との関係の中で、質の高い生活を送る場所という考え方も取入れられ始

めている。また、高齢者、障がい者、低所得者等、住宅の確保が困難な住民に対し、民間賃貸住

宅等への入居の円滑化を図る取組みに対し、費用を補助する仕組みも制度化されている。 

このような状況の中で、不足している高齢者や障がい者の住まいや施設、高齢者の生活支援や

介護予防につながる拠点を、より身近な場所や利便性の良い場所に確保する手法の一つとして、

空き家・空き室（以下「空き家等」という。）を活用する福祉的活用の研究が進んでいる。 

空き家等の福祉的活用が成功するためには、不動産そのものの条件の他に、所有者、利用者、

自治体等、関係者の連携が非常に重要であると考えられる。 

そこで空き家等の福祉的活用の成功事例を調査・分析し、成功に至るノウハウを関係者が認識

を深めることにより、空き家等の解消と同時に有効活用による地域包括ケアの推進を実現できる

ことを明らかにし、その取り組みの留意点を取りまとめて紹介することとした。 

 

２．事業の内容 

 

（１）事業の概要と手順 

① 全国の主要自治体及び近隣自治体へのアンケート調査の実施 

   ② 既存の資料・情報からの独自の事例収集 

   ③ 調査結果の整理、分析、追加調査 

   ④ 空き家の福祉的活用に関する研修会の開催 

⑤ 空き家の福祉的活用の成功の手引作成、公表  

      【表１ 事業の取組フロー図】（後ろに添付） 

     【表２ 役割分担表】（後ろに添付） 

     【表３ 事業実施スケジュール表】（後ろに添付） 

事業報告書 

https://kanaju.org/


 

（２）事業の取組詳細 

   当推進機構は、平２４年３月に設立された。 

       高齢者の介護・福祉政策について、高齢化のさらなる進展や、保険を負担する生産年齢人  

  口の減少が見込まれる中、高齢者が要介護状態になっても住み慣れた地域で安心して暮らすた   

  めには、住まいを中心として、介護や医療のサービスなどが一体的に提供されるとともに、地

域資源を活用して、自助、互助、共助、公助が行なわれる「地域包括ケアシステムの構築」の

政策が強調され始めた。 

 そのような動向を見て、神奈川県内の高齢介護に関わる専門家が集まり、今後の対応を研究

する中で、住宅の確保や施設入所など住民の個別課題にも第三者的な立場で公平に対応できる

組織として一般社団法人かながわ福祉居住推進機構を設立することとなった。 

法人設立後は、地域包括ケアシステム、成年後見制度等の福祉に関するテーマのセミナーや、

新たに制度化されたサービス付き高齢者向け住宅、不動産取引の動向等に関する研修会を開催

するほか、毎年、「地域包括ケアと空き家の活用」をテーマとするフォーラムを開催してきた。 

 また、神奈川県居住支援協議会の一員として、要配慮者への住まいの提供や特定空家の問題

にも取り組んできた。 

   今回の「空き家対策の担い手強化、連携促進モデル事業」は、これまでの法人の実績の整理

と厚みを増加させる機会ととらえて実施することとした。 

   本事業採択後の経過は次のとおりである。 

① 全国の主要自治体及び近隣自治体へのアンケート調査の実施 

    まず、本事業の進め方について、テーマに関する専門かによる委員会を設置した。  

委員には、都市計画、福祉政策、住宅建築、土地建物取引、地域福祉の専門家の他、介護事

業者、弁護士、税理士、神奈川県の住宅行政担当者、横浜市の高齢福祉行政担当者に就任を

依頼した。 

【表４ 委員会委員等名簿】（後ろに添付） 

９月２０日に第１回委員会を開催し、委員会の役割、本事業の進め方、今後のスケジュールと併 

せて自治体アンケート調査について検討した。 

アンケートの対象自治体としては、今後本事業の対象地域とした横浜市で参考となるようにする

ため、全国の指定都市・中核市、東京都内特別区、神奈川県内の全市町村 計１２０の空き家対

策所管課及び地域包括ケア所管課とした。 

調査項目としては、「空き家」の範囲（空き室、空き店舗も含める）、「福祉的活用」の範囲（サロン

や地域活性化の取り組みなど広く対象とする）、情報提供を求める事例の種類や件数（高齢、障害、

子育て、複合のうち特徴てきなもの、各５例以内程度）、などについて。 

委員会後、出された意見を踏まえアンケート調査用紙を作成し、対象自治体に送付した。 

【図１ アンケート調査表（空き家対策所管課用】（後ろに添付） 

【図２ アンケート調査表（地域包括ケア所管課用】（後ろに添付） 

② 既存の資料・情報からの独自の事例収集 

   これまで当法人が開催したり参加したセミナーやフォーラムで把握した事例や、関係した団体や

個人に照会して事例を収集した。 

③ 調査結果の整理、分析、追加調査 

   自治体アンケートの結果、１２０の自治体のうち空き家対策所管課からの回答は、７１件（５９．

２％）で、地域包括ケア所管課からの回答は６９件（５７．６％）であり、その中で福祉的活用として６

７事例の情報提供があった 



      また、当法人独自調査により、３１事例を抽出した。 

１１月１３日に第２回検討員会を開催し、①②で実施した調査結果を分析した。 

そして委員会での検討を踏まえ、事例の追加調査を実施することとした。 

追加調査については、建築法規や設計にも知識を有する２団体（横浜国立大学大学院都市イノ

ベーション研究院及び一般社団法人福祉リフォームサポート機構）の協力を得て実施した。 

④ 空き家の福祉的活用に関する研修会の開催 

横浜市内で地域包括ケアの推進や空き家の課題に取組んでいる関係者等を対象として、以

下のとおり、横浜市内の会場で空き家の福祉的活用に関する研修会を開催した。 

研修会の構成は、空き家の福祉的活用に関する基調講演と、他で参考となる事例を 2事例の

紹介とした。 

第 1回 ２月６日 受講者数２２人  【図３ 第 1回研修会の次第】 （後ろに添付）    

 

       【写真１ 研修会の画像】 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２回 ２月２５日 受講者数２３人   【図４ 第２回研修会の次第】 （後ろに添付）   

 

        【写真２ 研修会の画像】  

 

 

 

 

 

 

 



第３回 ２月２７日 受講者数１７人   【図５ 第３回研修会の次第】 （後ろに添付）  

 

        【写真３ 研修会の画像】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   研修会参加者のアンケートから特徴的なものを下記に掲載する。 

 

   ・データからこれから先、２０３０～２０３５をピークに人口減少になり、空き家が増える仕組が 

理解できた。また行政に頼らない弱いシステム（市民的相互圏）が大切と分かった。 

   ・空き家活用にあたって耐震の問題や地元調整等、具体的事項はどれも参考になるものでし       

た。 

   ・高層集合住宅で今後取り組もうとしていることとぴたり合致した。 

   ・障害者支援をしていますが、本人達の居場所がまだまだ少なく、どのようにしていけば良いの

かの参考になった。また人材不足の面からも地域をまきこむことでどちらにもメリットがあると

考えることができた。 

   ・空き家活用はハードルが高いと思っていましたが、事例を聞くことができ今後の参考になりそ

うです。 

・２つの事例はどちらも素晴らしい取り組みで、とても参考になりました。地域が一つになるア

イデアを今後に生かせたらと思います。 

・これからは空き家の活用が地域の活性化を左右すると感じた。行政に頼らない住民主体の

取り組みになるよう、担い手を集め、一つずつ前に進んでいこうと思う。 

・事例紹介によるセミナーで、また失敗談もお話ししていただいたので、より現実的でイメージ

できた。 

・コミュニティーサロンの活用がわかりやすかった。 

・自分の聞きたい情報がたくさんあった。 

・「空き家」について、一歩進めそうな気がした。 

・鎌倉の事例は住民主体で長期的な視点からまちづくりを進めていることに驚きました。 

・川崎に事例の民間のスピード感、地域のニーズをキャッチし行動する力、行政にはできない

事業の展開に感嘆しました。 

        ・空き家対策は今後ますます必要になってきます。今後も様々な取り組みについて勉強する

機会があればよいと思います。 

        ・できあがっていく経過がよくわかりました。 

        ・行政が行っている研修とは違う目線の内容もあり、とてもよかった。 



 

⑤ 空き家の福祉的活用の成功の手引作成、公表 

   この事業を通じて明らかとなった空き家の福祉的活用を成功させるための留意点を中心に「手

引き」を作成し、関係者に情報提供した。 

   手引きの特徴 

  ア 空き家の福祉的活用を計画する主体には、所有者、利用者に加えて３つ目の視点があるこ 

とを指摘するとともに、それぞれの立場から流れに沿って読むことのできる構成とした。 

A 空き家の所有者、不動産業者等が、物件を福祉的に活用しようとする場合 

Ｂ 福祉施設等事業者が空き家を利用して事業運営をする場合 

Ｃ 地域包括ケアやまちづくりのために、活動の拠点等を確保しようとする場合 

イ 掲載する事例の冒頭に、元の形状、利用対象者等のインデックスを付け、手引きの利用者

の立場により参考とする事例を探しやすくした。 

ウ 利用できる可能性のある行政等（今回は横浜市）の主な補助・助成の一覧表を掲載した。 

エ 補助金や事例の変化に対応するために、今回の手引きを「初版」とし、事業終了後も改定し、 

最新の情報を得られるようにした。 

 

【図６ 手引の目次】（後ろに添付） 

 

（３）成果 

  ① 今回実施した自治体へのアンケート調査の回答からは、自治体の空き家対策担当課及び

地域包括ケア担当課は、それぞれの担当課題を解決するために多様な取り組みをしている

が、手法の一つとして空き家の福祉的活用があることがあまり意識されていないことが分

かった。 

 

    【表５ 空き家対策所管課からの回答内容】 

   

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

    【表６ 地域包括ケア所管課からの回答内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② そのような自治体に対して、空き家対策、地域包括ケアの拠点づくりの手法のヒントを

提供したのではないかと考える。 

③ アンケート調査後の詳細調査の実施により、空き家の福祉的活用を行う際に直面する問

題（法的規制、周囲の理解、自治体や関係者の連携、改修や維持の資金、スタッフの確保

など）及びその問題を克服する方法を収集することができた。 

③ 空き家の福祉的活用を図る主体として、空き家所有者、空き家利用者に加えて、地域包

括ケアやまちづくりに活用する団体や個人の立場を手引きの中で明らかにした。 

 ④ 研修会やサイトに掲示することで、空き家の福祉的活用の意義を広めることができる。 

 

３．評価と課題 

① 空き家等を福祉的に活用する場合に、成功させるための要素を事例の中から分析できた。 

② 空き家の活用や地域包括ケアの拠点づくりの取り組みに対し、自治体等では多様な補助制

度を設定しているが、これらの情報が十分には周知されていないことが明らかとなった。利

用できる補助等の制度について、自治体の所管課の枠を超えた情報提供が必要である。 

 ③ 取り組みの後半で、大規模団地の空き部屋を活用して分散型サ高住（サービス付き高齢者

住宅）を設置する取り組みの情報を得た。 

   いずれも高齢者に対し、比較的低額な費用で安否確認等安心した生活を送れるとともに、

交流スペースを確保して外出やコミュニケーションの図れるようにしており、集合住宅の空

き部屋の活用として他で参考になる事例を考えられた。 

   この事例を含め、情報提供のあった事例のうち詳細な調査のできたのは一部であり、残る

事例のいくつかの調査を追加することにより、今回整理した取り組みのポイントについて、  

補足することが可能と考えられた。 

 ④ 今回整理した取組のポイントは、実施結果から分析したものである。計画時からこれらの

ポイントに着目して取り組んだ場合にどうなるか、優先度の高いポイントがあるのか、それ

とも個々の状況によるのかなどについて、検証できる機会があれば良いと考える。 

 



 

４．今後の展開 

 ① 本事業の成果を当法人のサイトに掲載し周知する。 

 ② 福祉的活用の事例や、自治体の施策、補助金制度の最新情報を継続的に情報提供していく。 

 

■事業主体概要・担当者名 

設立時期 平成２４年３月 

代表者名 理事長 瀬戸 恒彦 

連絡先担当者名 小谷與志郎、和多修一 

連絡先 
住所 〒231-0023 横浜市中区山下町 23番地 日土地山下町ビル 9階 

電話 ０４５（２６４）４７８４ 

ホームページ https://kanaju.org/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表１ 取組フロー図 

 

１ アンケート調査の準備 

  空き家問題、地域包括ケアの専門家により検討委員会を設置して検討（９／２０ 第１回） 

  審議事項 ・事業の取り組み方針の確認 

       ・アンケートの対象とする自治体の決定 

       ・アンケート調査項目の検討 

       ・今後のスケジュール 

２ アンケート調査の実施と独自の事例収集 

  アンケート調査の対象自治体： 

全国の指定都市・中核市、東京都内特別区、神奈川県内の全市町村 計１２０の空き家対   

         策所管課及び地域包括ケア所管課 

  独自の事例収集・整理： 

法人がこれまで集めた事例及び最近情報提供されている事例について調査 

３ 調査結果の整理、分析 

  アンケート調査の回収率 

       空き家対策所管課  ７１件（５９．２％） 

       地域包括ケア所管課 ６９件（５７．５％） 

  アンケートで情報提供された事例 ６７事例 

  独自に収集した事例         ３７事例（１１月１３日の時点で） 

検討委員会で分析（第２回 １１／１３） 

４ 追加詳細調査 

  調査期間：１１月下旬～１月初旬 

  調査方法：空き家に関する専門家を有する団体に委託し、訪問、電話、メールにより調査実施。 

  調査結果について、検討委員会で分析（第３回 １／２２） 

５ 空き家の福祉的活用に関する研修会の開催 

  開催期日 ①２月６日、②２５日、③２７日 

  会場    ①及び②：ウイリング横浜（横浜市港南区）、③横浜市開港記念会館（横浜市中区） 

  内容    ・講演：空き家の福祉的活用について（１時間） 

         ・事例紹介：特徴的な事例（２事例 各１時間）  

対象   横浜市内で空き家対策、または地域包括ケアに取り組んでいる関係者 他 

         告知は横浜市の情報提供ルート及び当機構及び関係団体からのメール配信等 

６ 空き家の福祉的活用に関する手引の作成 

  ・第２回委員会、第３回委員会で内容検討 

  ・横浜国立大学が原案を作成 

  ・第４回委員会で確認 

  ・初版として印刷し、関係者に配布するとともに、推進機構のホームページに掲載 

   （補助金の制度等、変更のあるものは事業期間終了後も適宜改定し、ホームページに掲載する予定。） 

 

 



 

表２ 役割分担表 

 

 

取組内容 具体的な内容 担当者（組織） 業務内容 

１ アンケート調査の

準備 

検討委員会の設置・開催 推進機構事務局 委員の就任依頼 

委員会の設定 

アンケート調査内容の検討 

 

調査検討委員会 調査票の内容検討 

２ アンケート調査の

実施と独自の事例収

集 

アンケート調査 

先進事例の独自調査 

推進機構事務局 調査票・依頼文の発送 

先進事例の内容確認 

 

 

３ 調査結果の整理・

分析 

調査結果の整理 推進機構事務局 アンケート用紙の回収 

回答内容の一覧表作成 

先進事例の一覧表作成 

調査結果の分析 

先進事例の評価 

調査検討委員会 調査結果・先進事例の

分析 

手引作成の方針検討 

 

４ 追加詳細調査 

事例の詳細調査 横浜国立大学 

 

訪問、電話、メール 

 

事例の詳細調査 かながわ福祉リフォーム

サポート機構  

訪問、電話、メール 

 

５ 手引の作成 

手引きの原稿執筆 横浜国立大学 

 

手引きの原稿執筆 

手引の検討 

 

調査検討委員会 手引の内容確認・決定 

手引の印刷 

 

推進機構事務局 手引の印刷、発送、 

ホームページ掲載 

 

６ 研修会の開催 

研修会の企画・告知 

 

推進機構事務局 研修会の開催全般にわ

たる事項 

参加申込受付 

 

研修会の運営 

 

 

 

 

 
 



表３ 事業実施スケジュール表 

 

 

取組内容 具体的な内容 平成 30年度 

8月 9月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

 

１ アンケート調査の準

備 

検討委員会の設置・開催         

アンケート調査内容の検

討 

        

２ アンケート調査の実

施と独自の事例収集 

アンケート調査 

先進事例の独自調査 

        

３ 調査結果の整理・分

析 

調査結果の整理         

調査結果の分析 

先進事例の評価 

    

  

    

４ 追加詳細調査 事例の詳細調査         

 

５ 手引の作成 

手引きの検討         

手引の原稿執筆         

手引の印刷、発送、 

ホームページへ掲載 

       

 

 

 

６ 研修会の開催 

研修会の企画・告知         

参加申込受付         

研修会の運営         
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表４ 検討委員会委員名簿                          

 

空き家の福祉転用による地域包括ケアの拠点づくりに関する 

検討委員会(仮称)委員等名簿 

 
【委員】 

氏  名 所        属 役   職 

◎大江 守之 慶応義塾大学 名誉教授 

庄司 博之  神奈川県県土整備局 建築住宅部長 

鈴木 富男 
一般社団法人 

かながわ福祉リフォームサポート機構 
理事長 

〇瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事長 

髙野伊久男 税理士法人タカノ 公認会計士・税理士 

藤井 研児 かながわ高齢者住まい連絡協議会 副会長 

松本  均 横浜市健康福祉局 高齢健康福祉部長 

宮下 京介 宮下・大川法律事務所    弁護士 

森田 健一 社会福祉法人合掌苑 マネージャー 

吉原  孝 株式会社富士エステート  代表取締役 

（五十音順 敬称略 ◎印：委員長、○印：副委員長） 

 

【共同研究者】 

氏  名 所        属 役   職 

大原 一興 横浜国立大学 都市イノベーション研究院 教授 

 

【事務局】  一般社団法人かながわ福祉居住推進機構 

        顧 問   小谷 與志郎 

        事務局次長 和多 修一 

 



 

 



 

 



 



 

 

 



 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 


